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樹林のほうが,標高300m以上の山地の常緑樹林より2-3倍個体数密度は

高い(Hanya･2010))から,冷温帯では資源選択性の評価(図13.5)から,

山林よりも低標高の平地林を潜在的に好むことは明らかである.

このように, ｢近接化｣という現象はサルの基本ニッチ(捕食者や競争者

が不在な土地における潜在的な資源選択)に由来するものである.そのため,

この節で述べてきた近接化へとつながる要因は,直接の駆動因というよりも,

｢サルの実現ニッチ(捕食者や競争者による制約のもとで達成可能な資源選

釈)を基本ニッチに近づけた｣と判断するのが正確である.ここの議論をさ

らに深めるためには,実現ニッチに制約をもたらし,近接化という現象をこ

広葉樹二次林
頻度

(0.4±0.3)

図13･5　冷温帯林の奥山に分布するサルの群れのニッチ辺縁因子の係数の比較

(EnariandSakamakl-Enari･ 2013より作成)･正/負の係数値は,各環境条件に対

する正/負の選択性を示す･カッコ内の数億は調査地全体の平均とSD.春を

除き･高標高域に多く分布する一次林(おもにブナ)よりも,低標高平坦地に

ある広葉樹二次林をより好むことは明らかである
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れまで阻んできた近因である｢人｣に焦点をあてる必要がある.次の13･3

節では,昨今の人口減少にトピックを展開し,被害問題における人側の要因

(ヒューマン･ディメンション:桜井･江成, 2011)に踏み込む.

13.3　人問社会の空洞化と問題発生

問題の現場である農山村では,高度経済成長期以降,都市への若者流出

(人口の社会減)にともなう人口減少と少子高齢化が顕在化し始めた･そし

て,人口減少時代(人口の自然減)を迎えた今,全国規模で縮小社会が始ま

ったことを意味する.人口の維持もしくは増加傾向が現在見られる一部の大

都市も,将来的には例外ではない.あまり現実味はない仮定だが,なんらか

の人口政策により,日本の合計特殊出生率(女性1人あたり生涯産子数･

2015年現在1.46)が人口置換水準(人口が増減せず,均衡状態になる合計

特殊出生率)である2.07を超えたとしても,その後数十年間,人口減少は

止まらか､. UIJターン(人口還流)の促進政策などによって,人口減少対

策に成果が見られる自治体もある.しかし,この成功は,結果的にほかの自

治体の人口減少をさらにひっ迫させる可能性がある.繰り返すが,日本は都

市を含め,全国規模で人口減少が始まったのである.

人口減少時代における地域の衰退は,人の空洞化(人口の社会減･自然

減),土地の空洞化(農林地の荒廃),むらの空洞化(集落機能の脆弱化

｢むら｣という表記は,行政単位ではないことを意味する),そして誇りの空

洞化(その地域に誇りを持ち,居住を継続する意志の喪失)の順に連鎖的に

発生することが指摘されている(小田切, 2009).ここではこの空洞化の連

鎖に対応させる形で,現代日本におけるサルの分布拡大がもたらす影響を浮

き彫りにする.

(1)人の空洞化

慣れによってその程度は変化するが,野生状態にあるサルは基本的に人を

恐れ,至近距離で相対すれば逃避行動を示す.また,農業被害を発生させる

主要な日本の晴乳類の中で,サルは唯一明瞭な昼行性である.そのため,日

常的に生活や生業を営む人さえ集落に確保できれば,基本的に対応が容易な
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約して設置した侵入防止柵の管理は困難になりやすい･また,集落内外に隠

れ場が増えることによって･たとえ接近警報システムを導入しても･効果的

な追い払いがむずかしくなる･

(3)むらの空洞化

集落としての機能を維持するためには,個人による日常的な自助(たとえ

ば自宅脇の草刈り)だけではなく･地域内組織の互助(隣近所で実施する集

落道脇の草刈りやため池管理など),地域住民全体による共助(生産活動や

勺o r'＼＼

図13.6　接近警報システム.当該システムを作動させるためには.猿害群に属するメス

成獣を捕獲し, VHF発信機をとりつけると同時に(A),被害発生集落の見晴らしのよい

場所に固定型アンテナ設備を事前に設置する必要がある(B).

動物である.しかし,それゆえに,人の確保を困難にさせる人の空洞化は,

サルの｢近接化｣が開始される第一歩になったと考えられる.ただし,この

段階であれば,対策において人の省力化が可能な技術(たとえば,侵入防止

柵や接近警報システム:図13.6)の導入により対処は可能である.

(2)土地の空洞化

人の空洞化の初期で見られる都市-の人口流出(人口の社会減)は,農林

地を管理する後継者不足に直結する.その結果,多くの農林地が放棄されて

いく段階が土地の空洞化である. 1980年代後半から各地で顕在化し始めた

現象である(小田切, 2009).林地の管理放棄は, 13.2節(2)項で指摘し

たように,里山をサルにとって好適な環境-と転換させ,集落侵入の足がか

りを提供することになる.あわせて,農地の耕作放棄は,集落のまさに内部

に餌場や隠れ場という資源を提供することになり,侵入行動に対するサルの

心理的障壁を低下させる.耕作放棄が歯抜け状に発生すると,複数農地を集
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図13.7鳥獣による農業被害総額(平成26年度)に対する鳥獣被害防止総合対策交付金

配分額の割合(平成28年臥被害開始年代が舶的に早かった西日本において配分割合

が高く,被害総額を上回る交付金を受け取っている自治体も見られる(農林水産省公表

データより作成).
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福祉活動などを効率化するための制度化された協同組合など),行政支援を

意味する公助の4つが必要である.人の空洞化により自助が果たせる役割が

制限され,土地の空洞化により互助や共助としての活動は停滞していく･こ

うした集落機能の喪失という変化は1990年代初頭からすでに各地で確認さ

れ始めている(小田軌2009).本来農作業の一環であるサルの被害対策

(三戸･渡連, 1999)は,自助･互助･共助を基本として進められるべきも

のであるが,それが立ち行かなくなるのが｢むらの空洞化｣である･

空洞化が進む集落における被害対策において,公助が果たす役割が年々高

まっている.これは補助金や交付金の近年の増額傾向からも明らかで,今や

農業被害額以上の対策予算が組まれている地方自治体もある(図13.7)･し

かし,公助だけでは被害問題は解決しない.たとえば,行政施策(公助)と

して,その地域に生息する群れに発信機を装着し,接近警報システムを導入

する事例は各地で見られる.しかし,警報による知らせを受けて,群れを実

際に追い払うのは自助･互助･共助のいずれかの役割であるため,むらの空

洞化が進行し,それらの役割を満足に果たせない地域では,こうした公助は

機能しない.

類似の事例として,各地方自治体で実施されている森林環境税を用いた里

山林整備事業(地域により若干名称は異なる)も挙げられる(図13.8).こ

の事業では,かつて人と野生動物の領域境界線となっていた緩衝帯機能を持

図13.8　里山林整備事業として,林縁部の森林を高木も含めて帯状伐採した地域(A)

と,下刈りのみ実施した地域(B)の例(ともに山形県).こうした強度撹乱は,継続的

な管理が継続されない場合,整備作業以前よりマントソデ群落(つる植物や潅木)が繁

茂し,サルにとってより好適な環境が形成されやすい.
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っ里山を再生させるために,林縁郭において大規模な間伐や下刈りを公助に

ょり支援するというものである･一般的に･公助による財政支援は短期的で

ぁる.そのため,事業終了とともに予算や担い手を集落内で確保できず,里

山の整備作業が滞る地域は少なくない･従来,里山は管理することが目的で

はなく,その地の生活や生業の影響を受けて,結果的に生じた空間である･

そのため,生活や生業と結びつけられない,形だけの里山(緩衝帯)の維持

や再生活動において,その日常的な管理コストは空洞化した集落にとって重

荷になっている･

(4)誇りの空洞化

人･土地･むらの空洞化が進むことにより･集落に対する住民の誇りは失

ゎれ,生活や生業を継続することへの意欲は低下する･これが誇りの空洞化

である(小田切, 2009)･サルの被害対策は,それを実施すること自体は目

的ではない.基本的には｢被害発生地における生活や生業を維持させるこ

と｣を目的とした手段である･誇りの空洞化が生じた集落において,その目

的を達成する動機や意欲は概して低い･ 13･3節(3)項で示した公助によ

る支援強化により,目的はたとえ暖味であっても･手段としての被害対策は

半ば強制的に進められている集落は少なくない･しかし,住民合意にもとづ

く目的のない対策では･それを公助により無理に進めても･住民は満足感を

得ることはできない(江成, 2016)･誇りの空洞化にともない･サルだけで

なく,被害対策事業そのものが,空洞化する集落をさらに疲弊させていく･

これが人口減少時代にともなう空洞化の連鎖がもたらした今日の被害問題の

実態である.

13.4　未来を創造する

野生動物の保護や人との乳傑調整のための科学技術体系として野生動物管

理がある.この分野では･被害防除･個体数管理･生息地管理の3つが基層

となっている.サルの被害防除に関する科学や技術は長年にわたり蓄積され

ており,多様かつ実用的なオプションはこれまでも提示されてきた(渡連,

2000;室山, 2003;鈴木ほか, 2016)･また,図13･7で示したように,そう
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した被害防除の普及を後押しする公助(行政による被害対策研修会の開催や,

侵入防止柵設置費用の補助など)も近年急速に拡大している.一方で,個体

数管理と生息地管理に関わる研究は乏しく,残された課題としてこれまで指

摘されてきた.しかし,個体数管理において,選択捕獲･部分捕獲･群れ捕

獲といった,サルの加害レベルに応じた捕獲オプションが近年提案され(鈴

木ほか, 2016),すでに実用段階に入っている(たとえば, 2016年に公表さ

れた環境省によるサル保護管理のためのガイドラインhttps://www.env.go.

jp/nature/choju/plan/plan3-2d/に掲載されている).個体群の保護に関す

る基準づくり(たとえば最小存続可能個体数)については課題として残され

ているが,勘や経験を頼りに実施されてきた捕獲の現場において,捕獲オプ

ションの整理とその適用範囲の提示は大きな前進である.生息地管理におい

ては,昨今の地理情報システムや空間統計学の進展にともない,環境改変や,

それに対する代償措置としての森林再生がサルの生息地におよぼす影響を可

視化する環境アセスメント(生息地評価手続き)が可能になっている.適用

例はまだ限られるが,生息地を対象とした,大規模ダム開発の影響やスギ一

斉林施業地の異なる管理シナリオの比較を扱った評価はすでに試みられてい

る(Enari and Sakamaki-Enari, 2014).

管理の3つの基層に関わる科学や技術の進展とは裏腹に,サル被害問題は

解決に向かっているという確かな実感を私たちの多くは得ていない.この原

因として,詰まるところ, 13.3節で述べた人口減少にともなう空洞化の連

鎖を想定して,管理のための科学や技術が形づくられてきたわけではないこ

と,さらには｢なにをもって問題は解決したとみなすのか｣について,多く

の利害関係者が合意できる達成可能な目標像を持ち合わせていないこと,が

考えられる･当面は実施可能な優れた管理オプションでも,将来を見通すと

継続できないものも少なくない.その土地で人が生活する限り,管理は継続

されなければならない.一時的な被害軽減では,地域の生活や生業の維持は

望めない.

人口減少時代に適合した管理を推進する方向性として,管理に要する人

的･経済的コストの徹底した削減が挙げられる.これは集落ごとの自助･互

助･共助が求められる被害防除だけでなく,公助として実施される個体数管

理や生息地管理においても同様である.しかし,右肩下がりの担い手減少を
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受けて,管理コストの削減は際限なく要求される･科学や技術の今後の進展

を考慮したとしても,その要求に今後も応え続けることはほんとうにできる

のだろうか.

ここで発想の転換が求められる.人口減少がもたらす諸問題に現実的に対

処していくために,拡大社会から縮小社会-のパラダイム･シフトを受け入

れること,すなわち｢生活や生業を今のまますべてを維持することはもはや

困難である現実｣を直視することが第一歩である.そこで,サル被害問題へ

の対処として,管理コストの削減を管理に関わる科学や技術だけに求めるの

ではなく,人口減少に適合した土地利用再編(集約化)にも求めていく必要

があるだろう(江成, 2010).これは,既出の被害問題に対応する管理コス

トを削減するだけでなく,潜在的に発生しうる被害問題(乳蝶)の総量その

ものを減少させていくという発想である.現代日本の土地利用は,過去の乱

獲や生息地破壊により,サルをはじめとした多くの大型晴乳類が不在の中で

その骨格が計画されてきた経緯がある.野生動物が人間社会にもたらす脅威

を想定した土地利用計画は,当時の日本において不要であったためである･

その結果,不規則に広がった人の生活圏は森林内にも複雑に配置され,野生

動物との乳蝶が生じうる林縁(-両者の領域境界線)は野放図に延長された･

人が減り動物が増える現代,そしてその傾向が加速する未来,多様化し深刻

化する野生動物がもたらす脅威は,国土利用を考えるうえでもはや軽視でき

ない段階にある.

土地利用再編はもはや机上の空論ではない.人口減少時代に適合する国土

利用に関して,すでにさまざまな研究分野で議論は開始され,国レベルの政

策検討も進められている(林･斎藤, 2010;広井, 2013;増田, 2014)･今

が問題解決の好機である.空洞化が生じる人口減少時代だからこそ,土地利

用再編は地域の将来ビジョンを策定する際の選択可能なオプションとなるか

らである.希望ある集落の将来ビジョンは｢誇りの再建｣に不可欠である

(林･斎藤, 2010).そして, ｢誇りの再建｣は,被害問題に対して前向きな

解決目標を住民が主体的に検討する足がかりとなる･世界に先駆けて人口減

少時代を迎えた日本だからこそ,サルを含む森林動物との｢新たな共存｣を

模索する未曾有の挑戦が必要であり,それを直接的に支えるための科学や技

術,さらには合意形成を促進するための制度づくりが今求められている･
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福島第一癖発災害による

放射能汚染問題
羽山伸一

2011年3月11日に発生した東日本大震災にともなう東京電力福島第一原

子力発電所の爆発によって,大量の放射性物質が放出された.福島県東部地

域では,土壌1m2あたりに数十万から数百万Bqの放射性物質が沈着し,

放射能の影響は人の生活や健康だけではなく,地域の野生動物や生態系へも

およぶと懸念されている.これまでに,さまざまな野生動物を対象とした影

響調査が行われてきたが,観察された動物の異常と放射性物質による被ばく

との明白な因果関係を明らかにした研究は現状では少ない.本章では,福島

市に生息する野生ニホンザル(以下サル)を対象として,被ばくの実態や健

康影響について,これまでに発表した研究の概要を紹介する.

14.1原発の爆発と放射能汚染

2011年3月11日に発生した東日本大震災の地震と津波で,東京電力福島

第一原子力発電所(以下,原発)は全電源喪失に陥った.その結果, 12-15

日に相次いで起こった炉心溶融による水素爆発で,東日本の広大な地域は原

発から放出された放射性物質で汚染された.この放射性物質の放出は,

INES (国際原子力事象評価尺度)でもっとも深刻な｢レベル7｣と評価さ

れ,このレベルの原子力災害は1986年のチェルノブイリ原発の事故に次い

で人類史上2例日となった.

とりわけ福島県東部地域は,土壌1m2あたりに数十万から数百万Bqの

放射性物質が沈着し, 16万人以上の住民が避難を余儀なくされた.しかも,

この原発災害による影響は,人間の生活や健康だけではなく,地域の野生動




